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　1986年の ドイモイ(刷 新)政 策導入、
1994年の米国の経済制裁解除を機に西側の
関心がベ トナムに向かう。1994年から97年
のアジア通貨危機までの間、日本の投資は
ホーチミン市を中心とするベ トナム南部に集
中(第1次 投資ブーム)。97年以降の投資停
滞期にベ トナム政府は外資優遇政策の拡充、
インフラ整備、許認可業務の簡素化や工業団
地整備に乗 り出す。
　一方、中国への一極集中の懸念が高まり、
「チャイナ ・プラス1」 のかけ声 とともにベ
トナムへの関心が一気に高まり、2005年頃
からベ トナム北部への投資ブームが加速した
(第2次投資ブーム)。ハノイを中心とするベ
トナム北部に立地 し、ベ トナム日本人商工会
(JBAV)に参加する日系企業の数は過去5
年(2006年～2011年)で倍増、過去10年で
は4倍 となり現在410社を数える。
　現在、ホーチミン日本人商工会(JBAH)
およびダナン日本人商工会(JBAD)を加え
た企業総数は1000社に近づき、商工会参加
企業に関 しては、ベ トナムはASEAN域内
でタイ(1340)に次 ぐ2番 目の規模になっ
ている。ASEANにおいて、このように短
期間で口系企業の集積が進んだ例は他に見当
たらない。
　日本のベ トナム投資は件数において堅調で
あり、日本企業のアジアへの投資意欲が高ま
る中にあって、ベ トナム投資への関心も引続
き安定して高い。ベ トナムは日本企業の投資
先としての魅力を今後も維持できるかが問わ
れている。
　ここに来て対ベ トナム投資およびベ トナム
における企業経営に不安を抱かせるような問
題点が複数浮上 している。
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企業が直面する4つの困難
1.インフレの高伸 と賃上げ
　2011年に入 り瞬間風速で20%を超える物
価上昇率を記録する等、物価に急激な変化が
見られる。電気料金2割、ガソリン3割、ガ
ス(プ ロパ ン)5割の価格上昇は象徴的であ
り、さらに生鮮食品(野菜、肉)価格の上昇
の家計に及ぼす影響は大きい。当然、労働者
の賃上げ要求は強く、多 くの企業は2011年
1月の最低賃金見直 し時に賃上げを行った
後、物価上昇を受けさらに4月に賃上げを実
施しているが、政府は2012年1月の最低賃
金引き上げの2011年10月前倒しを決定した。
企業側からは年3回 の賃上げが経営に及ぼす
悪影響を懸念する声が強い。また最低賃金
は、従来ベ トナム企業と外資企業で異なった
額となっていたが、今回の見直しを機に同一
額を導入することとなった。ちなみに最低賃
金は過去10年で3倍、過去5年で2.2倍になっ
ている。 日系製造業の賃金実態(ワ ーカー)
は、1年 目が基本給170～175万ドン、手当
て込みで210万ドン、翌年以降手当て込みで
235万ドン、250万ドン程度。
　インフレや賃上げと同時に企業経営上の不
安 とされているものに違法ス トライキがあ
る。報道によると、2010年にベ トナムで発
生したス トライキは424件。内訳は、台湾系
企業のス トライキが128件(30%)、韓国系
企業のス トライキが109件(26%)で、日系
企業のス トライキが26件(6%)である。
縫製加工業等、賃金水準の低い業種でストラ
イキが多数発生する傾向があるという。
2011年に入っても日系企業が多数入居する
工業団地でもストライキが発生する等、楽観
を許さない状況が続いている。ス トライキ
は、資金面、従業員との関係や取引先 との信
用等、企業にとって大 きな打撃となるばかり
懸
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でなく、国にとっても社会の不安定化の要因
となるため細心の注意を払って対応しなけれ
ばならない。
(参考)最低賃金の推移(2011年10月実施)
　地域区分1　 国内企業
　　135万ドン→190万ドン
　 外資企業
　　　155万ドン→190万ドン(22.6%)
地域区分2　 国内企業
　　120万ドン→173万ドン
　 外資企業
　　 135万ドン→173万ドン(29.1%)
2.通貨(ド ン)の 下落
　ベ トナム ・ドンは過去5年 間で約30%下
落している。価格の高いものを輸入し、価格
の低いものを輸出する発展途上のベ トナム通
貨が切下げ基調になることは必然であるが、
変化が急激であることを企業は嫌う。特に内
需型製造業は、 ドン切下げによる輸入部品価
格の上昇でコス ト削減努力が報われないばか
りか、収益や資産の目減りに苦しんでいる。
　ベ トナム政府は、2月24日に、インフレ
抑制、マクロ経済の安定、社会保障の強化を
目標としたマクロ経済安定に関する政府決議
第11号を公布した。同決議の内容は、①金
融政策引き締め、②財政政策の引き締め、公
共投資 ・財政赤字の削減、③生産活動の促
進、輸出促進による貿易赤字の削減及びエネ
ルギー利用、④貧困層に配慮 した電力 ・燃料
価格の調整、⑤社会保障の強化、⑥晴報 ・啓
蒙活動の促進、⑦実施体制の項 目に分かれて
お り、金融面では、信用残高の伸 び率を
20%以下(年初は23%を目標)に 抑えるこ
と、財政面では、歳入の7-8%増 加及び歳
出の10%程度の削減、財政赤字5%以 下(年
初は5.3%を目標)に 抑えることを打ち出し
ている。同時に、生活必需品の価格安定及び
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燃料 ・電力価格値上げに対する貧困層への支
援策を打ち出している。この政策は一定の成
果をあげているものの、本質的な問題解決に
はまだまだ時間を要するものと考えられる。
3.電力供給不足
　近年ベ トナムでは、電力消費が年15%増
のペースで拡大 してきている。2030年まで
の電力需要は年13%増と見込まれているが、
全電力消費の約50%を占める製造業 ・工業
の需要は15%程度と見込まれている。政府
は5年毎に電源開発マスタープラン(PDP)
を策定し、電力供給力強化に取 り組んでいる
が、第6次 電源開発マスタープラン(2006
年～2010年)の電源開発計画実行率は70%
に達しておらず、2010年には日系企業運営
の工業団地でも計画停電が相次ぐ等、製造業
に及ぼした被害は大 きい。また、電源を開発
しても送電線建設が伴わないと円滑な電力供
給が行われないが、送電線(500KV)建設
実行率も40%程度にとどまっている。地域
別に電力消費を見ると、南部は北部に比べ約
30%ほどピーク需要が高 く、今後もこの傾
向が続くものと見 られる。一方、今後5年 間
で新たに電力供給が見込まれる電源開発計画
は北部および中部が主であることから、南部
における電力事情は今後3年程度厳 しい状況
が続 くものと見込まれる。
　ベ トナムの電力料金は、ASEAN主要国
に比べ低い水準にとどまっている。電力供給
を安定化させるためには、外国事業者の呼び
込みも重要であるが、電力事業がビジネスと
して成り立つレベルにまで料金を引き上げる
必要がある。ベ トナムの電力価格は政府認可
が必要であり、2011年より年4回 の価格改
定ができることとなったが、現状の価格(5.7
セン ト/KWH)から2020年に8.8セント/
KWH(約54%の引上げ)を達成することが
目標 となっている。
4.ワーカー採用難
　勤勉で豊富な労働力がセールスポイントで
あったベ トナムにおいても、都市近郊工業団
地周辺におけるワーカーの採用難が取り沙汰
されている。日系企業の中にはこれまで年1
回の定期採用としていたものを随時採用に切
り替えたという例がある。また、採用要件と
して年齢(18才以上)と 学歴(高 校卒業以
上)を求めていたものを年齢要件のみとした
という例もある。数十人規模の新規採用であ
れば何とかなるが、千人単位の新規採用をす
ることは無理として、事業拡張のベースをベ
トナムではなくASEANの他の国で行うと
決めた日系企業もある。
　ハノイ近郊で日系製造業が多く集積してい
る工業団地は、概ねハノイ市中心部か ら
35Km圏内に立地している。深刻な渋滞が
なければ1時間以内でアクセスできる。この
ような工業団地で働 くワーカーの採用条件は
自力で通勤できることであ り、多 くのワー
カーはバイクで通勤している。今のところ日
系製造業の多くは 「駐在員に優 しい」環境が
確保できる場所に進出できているが、今後と
もワーカー採用難に対処できる有効な手段が
みつからない場合、製造業も 「ワーカー採用
が容易」な場所に立地しなければならないと
いう日も遠からず来るかもしれない。反対に
従業員宿舎を整備することによりワーカー採
用難を打破しようとする動 きもある。
日本企業の対アジア投資とベトナム
　ジェトロ ・ハノイを訪問される企業の数は
引続き多 く、そのほとんどがベ トナムへの投
資関心企業である。ベ トナムへの関心を類型
化すると以下の通りとなる。
1,日本において目に見えて顧客の数が減っ
　てきている。新規顧客開拓のための立地先
　としてアジアを念頭においている。中国は
　沿海部の飽和感(人件費等のコス トの上
　昇。加えて、歓迎されないムー ド)と内陸
　部でのハードルの高さから、有力候補の一
　 つがベ トナムである。
2,アジアにおける顧客ニーズが高まってき
　 ており、生産拡大をはかる必要がある。既
　 にある中国工場での生産を拡大することも
　検討したが、中国への集中リスクの方が大
　 きく、ASEANにおける新規立地先を検
　討 しており、ベ トナムが有力候補の一つで
　 ある。
3,ベ トナムを除 くASEAN主要国および
　 中国には拠点がある。ASEAN主要国の
　空白地帯であるベ トナムに製造拠点をつ く
　 りたい。
　 1および2に共通しているのが、ベ トナム
はASEAN域内で拠点設立を目指す中で有
力な候補ではあるが、他の国についても広 く
深 く比較検討がされている点である。ジェト
ロのウエブサイ ト(」-File)には外国投資関
連情報 を国別 にまとめたペー ジが ある。
2002年当時、アクセス件数の1位 は中国、
2位がタイ、4位がインドネシア、9位がベ
トナムであった。2007年以降2010年まで1
位の中国、2位のベ トナムの地位がかわらな
いが、2008年以降タイが6位 、5位(2009
年)4位(2010年)とランクを上げている。
一方、インドネシアは、2007年と2008年が
11位、2009年8位、2010年5位をランクを
上げている。
　現在、 口系企業のASEANにおける投資
先の有力候補はベ トナム、タイ、インドネシ
ァとなっている。
　対ベ トナム投資が現在の増勢を維持できる
かに関しては、先に紹介 した4つ の困難を投
資関心企業がどのように評価するかにかかっ
ていると言えよう。
　2011年に入 り、日系企業誘致を念頭にお
いた経済区の開発、工業団地や輸出加工区に
進出する企業に対するインセンティブを再度
導入すべきだという声 もきかれているが、イ
ンセンティブの付与のみならず、4つの困難
を解消する方向性を明確にしていくことが求
められている。
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